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説について考察する O 日本の通説・判例は，憲法から上訴の保障を導くことを否定している o しかし，日本でも，憲
法32条から公正な手続を求める権利，実効的権利保護請求権を導く近時の学説の動きゃ統合的デュー・プロセス論の
提唱などを受けて，憲法から何らかの上訴の保障を導こうとする学説が主張されている D もとより， 日本国憲法の下
でも，憲法に違反する裁判に対しては憲法81条によって最終的には最高裁判所の審査を受ける途が保障されている。
しかし，最高裁判所の負担，あるいは，憲法や法律に違反する裁判による権利侵害に対して実効的な救済が与えられ
るべきであるという観点から，憲法上の上訴の保障の問題を再検討する必要があると考えられる。その際には，国家
行為の適法性の中立的な第三者による審査という，違憲審査制度や行政行為についての司法審査制度の趣旨が重視さ
れるべきである D
論文審査の結果の要旨
本論文は，裁判所による裁判が国民の権利を侵害した場合にどのような救済がありうるのかを検討したものであり，
その検討の素材としてドイツの連邦憲法裁判所・専門裁判所の判例や学説をまとめ，さらに日本の最高裁判所の判例
及び学説を整理したものである D その中で本論文では，裁判に対する救済としての上訴の可能性に焦点を当てて，
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般には認められていない，上訴の権利を認めることの可能性を探ろうとしている。憲法と民事訴訴法の接点のような
この問題については，従来憲法学でも民事訴訟法学でも十分な検討が行われてこなかっただけに，本論文の価値は高
く，またドイツ及び日本の判例・学説を丹念に整理検討する手法はきわめて精徹であり，本論文は憲法学・民事訴訟
法学にも多大な貢献をするものと考えられる。よって，本論文は，博士号授与の要件を十分満たしていると考えられ
る。
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